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学校現場が抱える問題の状況について
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不登校児童生徒の割合 学校内での暴力行為の件数

平成18年度 平成20年度
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日本語指導が必要な外国人児童生徒数
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通級による指導（注）を受けている児童生徒数 特別支援学級・特別支援学校（注）に在籍

する児童生徒数（国・公・私立計）

（注） 平成５年度の特別支援学校は、盲・聾・養護学校に在籍
する児童生徒数を合計した数字 (注) 平成５年度については、盲・聾・養護学校に在籍する児童

生徒数
を合計した数字。

（注） 要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者をいい、準
要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者に準ずる
程度に困窮している者をいう。

要保護及び準要保護（注）の児童生徒数
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14,893人
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(注) 通常学級に在籍しながら週に１～８単位時間、特別な場で指導を行う教育

形態

（注2）上記は自閉症、LD、ADHDの通級指導教室を利用している数。小中学校

における発達障害の児童生徒数は約68万人と推計されている(H14年度)。
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●暴力行為の発生件数（国公私・小中高）

暴力行為の現状について

平成20年度：59,618件（前年度52,756件）
※前年度より約７千件増加（国公私合計）し、小・中学校で過去最高の件数に上る。

（注）平成18年度から、
・国・私を調査対象に追加。
・怪我や外傷、診断書、被害届の有無に関わらず、暴力行為があれば全て計上することを明確化。
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平成20年度：84,648件（前年度101,097件）
※前年度より約１万６千件減少（国公私合計）しているが、依然として相当数に上る。

●いじめの認知件数(国公私・小中高)

（注）平成１８年度から、
・国・私を調査対象に追加。
・いじめられた児童生徒の立場に立って、より実態に即して把握できるよう、いじめの定義を見直し、「当該児童生徒が、
一定の人間関係のある者から心理的・物理的な攻撃を受けたことにより、精神的な苦痛を感じているもの」とした。

・アンケート調査や個別面談など、直接状況をきく機会を設けるよう徹底

いじめの現状について
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●不登校児童生徒数（国公私・小中高）

不登校の現状について

平成20年度：179,829人（前年度182,296人）
小学校： 22,652人 中学校：104,153人 高等学校： 53,024人

※前年度より約２千件減少（国公私合計）しているが、依然として相当数に上る。

注）年度間に連続又は断続して３０日以上欠席した児童生徒数のうち不登校を理由とする者について調査。不登校とは、「何らか
の心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背景により、児童生徒が登校しないあるいはしたくともできない状況にあるこ
と（ただし、病気や経済的理由によるものを除く）」をいう。
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日本語指導が必要な外国人児童生徒数
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※各年度５月１日現在
※「難聴その他」は難聴、弱視、肢体不自由及び病弱・身体虚弱の合計
※「注意欠陥多動性障害」及び「学習障害」は、平成１８年度から新たに通級指導の対象として学校教育法施行規則に規定
（併せて「自閉症」も平成１８年度から対象として明示：平成１７年度以前は主に「情緒障害」の通級指導の対象として対応）
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【出典】文部科学省「通級による指導実施状況調査」

通級による指導を受けている児童生徒数の推移（公立小・中学校合計）
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【出典】文部科学省「学校基本調査」

※ 公立中学校・小学校についての数字
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要保護及び準要保護児童生徒数の推移
（平成７年度～平成２０年度）
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 ※ 準要保護児童生徒数・・・要保護児童生徒に準ずるものとして、市町村教育委員会
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児童相談所における児童虐待相談対応件数等

平成２０年度に全国の児童相談所で対応した児童虐待相談対応件数

４２，６６４件

【参考】 児童虐待相談対応件数の推移

年 度 平成1３年度 平成1４年度 平成1５年度 平成1６年度 平成1７年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

件 数 ２３，２７４ ２３，７３８ ２６，５６９ ３３，４０８ ３４，４７２ ３７，３２３ ４０，６３９ ４２，６６４

出典「厚生労働省福祉行政報告例」
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（％）

「各教室等においてコンピュータ等を使って指導できる教員の割合」
を活用する能力

A:教材研究・指導の準備・評価などにICT

B:授業中にICTを活用して指導する能力
C:児童のICT活用を指導する能力
D:情報モラルなどを指導する能力
E:校務にICTを活用する能力

72.6

56.4

58.5

66.8

67.0

新基準により調査を実施

Ａ：69.4

Ｄ：62.7

Ｅ：61.8

Ｃ：56.3

Ｂ：52.6

教員のＩＣＴ活用指導力の推移

73.9

58.5

60.3

68.6

69.4

40

76.8

50

70

90

※ 調査対象：全国の全公立学校（小学校、中学校、

高等学校、中等教育学校及び特別支援学校）

※ＩＣＴ（Information and Communication Technology コンピュータやインターネットなどの情報通信技術）

（平成２１年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果〔速報値〕 （平成２２年３月現在））
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※１８小項目（A1～E2）ごとに４段階評価を行い、「わりにできる」若しくは「ややできる」と回答した教員の割合

※「平均」は、大項目（A～E）ごとの平均

A1～E2の各小項目の内容については、（参考）教員のICT活用指導力チェックリストを参照

70.8

教員のＩＣＴ活用指導力の状況（１８小項目別・全校種）

平均69.４％平均68.6％平均60.3％平均58.5％平均73.9％

H22.3.1現在

H21.3.1現在

（平成２１年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果〔速報値〕 （平成２２年３月現在））

※ 調査対象：全国の全公立学校（小学校、中学校、

高等学校、中等教育学校及び特別支援学校）
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上位・下位都道府県（教員のＩＣＴ活用指導力・全校種）

※「わりにできる」若しくは「ややできる」と
回答した教員の大項目別の割合。

４７位 和歌山県 ６７．９％
４６位 千葉県 ６８．７％
４５位 大阪府 ６９．３％
４４位 滋賀県 ６９．３％
４３位 島根県 ６９．４％

４７位 和歌山県 ５０．５％
４６位 千葉県 ５０．９％
４５位 島根県 ５１．２％
４４位 青森県 ５１．８％
４３位 滋賀県 ５１．９％

４７位 和歌山県 ５３．２％
４６位 滋賀県 ５３．３％
４５位 奈良県 ５４．０％
４４位 愛知県 ５４．０％
４３位 富山県 ５４．１％

４７位 富山県 ６０．１％
４６位 青森県 ６０．４％
４５位 滋賀県 ６０．７％
４４位 島根県 ６１．５％
４３位 奈良県 ６２．０％

４７位 和歌山県 ６０．５％
４６位 千葉県 ６０．８％
４５位 奈良県 ６２．７％
４４位 大阪府 ６２．９％
４３位 大分県 ６４．７％

上
位
５
都
道
府
県

下
位
５
都
道
府
県

１位 三重県 ８６．８％
２位 愛媛県 ８５．０％
３位 沖縄県 ８４．９％
４位 茨城県 ８４．４％
５位 京都府 ８３．１％

１位 三重県 ７８．０％
２位 愛媛県 ７６．６％
３位 茨城県 ７６．５％
４位 京都府 ７３．７％
５位 沖縄県 ７２．０％

１位 三重県 ８４．０％
２位 愛媛県 ８２．８％
３位 茨城県 ８１．７％
４位 京都府 ７７．８％
５位 沖縄県 ７７．７％

１位 三重県 ８３．１％
２位 京都府 ８１．４％
３位 愛媛県 ８１．３％
４位 茨城県 ８０．９％
５位 沖縄県 ７７．８％

１位 三重県 ７８．２％
２位 愛媛県 ７６．０％
３位 茨城県 ７５．５％
４位 京都府 ７２．６％
５位 沖縄県 ７１．８％

Ｅ 校務にＩＣＴを
活用する能力

Ａ 教材研究・指導の準
備・評価などにＩＣＴを
活用する能力

Ｂ 授業中にＩＣＴを
活用して指導する
能力

Ｃ 児童・生徒のＩＣＴ
活用を指導する
能力

Ｄ 情報モラルなどを
指導する能力

７３．９％
（Ｈ22．3．1）

５８．５％
（Ｈ22．3．1）

６０．３％
（Ｈ22．3．1）

６８．６％
（Ｈ22．3．1）

６９．４％
（Ｈ22．3．1）

（平成２１年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果〔速報値〕 （平成２２年３月現在））

※ 調査対象：全国の全公立学校（小学校、中学校、

高等学校、中等教育学校及び特別支援学校）
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小学校版 中学校・高等学校版

（参考）教員のＩＣＴ活用指導力チェックリスト
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養護教諭に関する各種データ
 

１．児童生徒一回平均の養護教諭の対応時間 

                         

  

 

 

 

 

 

 

○ 児童生徒の保健室利用者の 1 人１回平均の対応時間は、どの校種においても増加 

２． 保健室登校の児童生徒数 

 

                                                   

 

 
 
 
 
 
 

○ 保健室登校の児童生徒数は、どの校種においても増加 

３． 保健室来室者のうち健康相談の必要性のある児童生徒の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 保健室来室者のうち健康相談の必要性「有」の児童生徒の割合は、小学校は横ばい、中学校、高等

学校はともに増加  
 

４．養護教諭が「心の問題」で継続支援した児童生徒数 

養護教諭が「心の問題」で継続支援した児童生徒の人数

5.9
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H１３

H１８

 
○ 養護教諭が「心の問題」で継続支援した児童生徒数は、どの校種においても増加 

1回平均の対応時間

10.9
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分

平成13年度
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保健室登校の児童生徒数(H13・H18対比）
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相談の必要性のある子どもの割合
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５ メンタルヘルスに関する問題で養護教諭が支援した子どもの問題別の割合  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ○ 養護教諭が必要と判断して支援した、メンタルヘルスに関する主な問題は、小学校では「不登

校・保健室登校・登校しぶり・引きこもりなどの問題」が一番多く、中学校と高等学校では「友

達や家族などの人間関係などの問題」が一番多い 
 

６ 児童生徒の 1 日平均の保健室利用者数（大規模養護教諭一人配置校と複数配置校の比較） 

                                         

                                     

                                     

 

 

 

 

 

 

 

○ 児童生徒の 1 校 1 日平均の保健室利用者数は、大規模の養護教諭一人配置校と複数配置校とを比較す

ると、小学校、中学校、高等学校ともに複数配置校の方が多く、多数の児童生徒に対応できている 

 

※出典 １．２．３．４．６：保健室利用状況に関する調査報告書 平成１８年度調査結果（財団法人日本学校保健会） 

５：子どものメンタルヘルスの理解とその対応（財団法人日本学校保健会） 

養護教諭が必要と判断して直接支援した子どもの人数
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いじめの問題
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題
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等の問題

％
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1校1日平均保健室利用者数(平成18年度）
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